
















本論文は、米国における 1977 年海外不正支払防止法（Foreign Corrupt Practices Act 
of1977; 以下 FCPA）による連邦証券取引所法（以下 34年法）13条(b)(2)における内部統








構築義務は 34 年法 13 条(b)(2)に定められ、早くから法的問題として扱われてきた。後に
述べるように、証券市場の公正性の確保を担う規制主体である「証券および取引所委員会




























１ 第一編「米国の内部統制概念の変遷―法と会計・監査の交錯―」  













即ち、後述する 1977年の FCPA制定以前においては、SECは、こうした問題を SEC提出
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第二節では、この時期に対応する 1989 年から 1995 年までの SEC の法執行事例を対象
に、その特徴を探った。とりわけ、1990 年証券法執行救済・低額株改革法（Securities 

























２ 第二編 内部統制システムの充実・強化にむけた取り組み 
（１）第一章 外部監査人の機能と内部統制―米国連邦証券取引所法 10A条をめぐって 
本章においては、1995年米国私的証券訴訟改革法（Private Securities Litigation Reform 
















































































































































業改革法 302 条などは、商法施行規則 193 条 3 号の決定事項を考える上で参考に値する。
また、同号の「その他監査委員会に対する報告に関する事項」として、企業改革法 307 条の
「弁護士の監査委員会に対する情報提供」なども考えられる。さらに監査人の監査委員会に
対する情報提供機能については、米国の 34年法 10A条を参考にすると、商法特例法 8条 1


















は商法特例法 21条の 10第 4項により取締役会にその旨を報告し、商法特例法 21条の 29


















 （２） 内部統制システム構築と法規制のあり方 
最後に第四章第２節において、わが国における内部統制システム構築にむけた現行法上の
課題を、「法規制のあり方」として提言した。即ち、わが国における内部統制構築は、今後
は、委員会等設置会社、監査役設置会社のいずれに対しても「一般に公正妥当と認められる
内部統制の構築義務」を法令上定めた上で、その内容については、証券市場に適合的で迅速
なルールメークと運用を可能にする自主規制機関ないし民間の機関が作成した基準を最大
限尊重する体制を整備する必要があることを指摘した。その場合には、その基準の内容・程
度が証券取引法の法目的に合致しない場合には、市場規制機関による法的是正措置が発動さ
れるといった重層構造をもつ規制体制が検討されるべきである。こうした法規制構造をとる
ことにより、自動的に会計・監査論ないし実務の成果を取り組むことが可能となり、法改正
を繰り返すことなく、変化の激しい証券市場の要請に対して柔軟・迅速に対応することが可
能となることを指摘した。 
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